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令和元年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率の概要 

 

 

 

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」により、地方公共団体は、財政の健全性を判断するため

の指標（健全化判断比率）と、公営企業ごとに経営状況を明らかにする指標（資金不足比率）を公表するこ

ととされています。 

また、この各指標が一定の基準以上になった場合は、財政の早期健全化や財政の再生を図るための計

画作成等が必要になります。 

 

 

Ⅰ 健全化判断比率 

全ての指標について、早期健全化基準を下まわっています。 

 

 実質赤字比率 
連結実質 

赤字比率 

実質公債費 

比率 
将来負担比率 

相模原市 赤字は無い 赤字は無い ２．７％ ３１．３％ 

早期健全化基準 １１.２５％ １６.２５％ ２５％ ４００％ 

財政再生基準 ２０％ ３０％ ３５％  

 

 

 

早期健全化基準とは 

健全化判断比率のいずれかが早期健全化基準以上となった場合、財政健全化団体とな

り、財政健全化計画の策定・公表をしなければなりません。 

 

財政再生基準とは 

実質赤字比率、連結実質赤字比率または実質公債費比率のいずれかが財政再生基準以

上となった場合、財政再生団体となり、財政再生計画の策定・公表をしなければなりま

せん。また、地方債の発行が制限されます。 

 

 

 

 

 

 

 

詳細は次ページ以降をご覧ください。 
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○ 実質赤字比率 

一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実質赤字比率 ＝ 

一般会計等の 
実質赤字額 

標準財政規模 

（単位：千円） 

 対象となる会計 実質収支額 

 

一般会計 8,825,436 

母子父子寡婦福祉資金貸付 
事業特別会計 

0 

 
公共用地先行取得事業 
特別会計 

0 

 公債管理特別会計 0 

 
麻溝台・新磯野第一整備地区 
土地区画整理事業特別会計 

295,061 

実質収支額 計  9,120,497 

一般会計等の実質赤字額 ａ 赤字は無い 

標準財政規模 ｂ 172,010,103 

実質赤字比率 ａ／ｂ ※1 ― 

※1 実質収支が黒字となり実質赤字額が生じない
ため、実質赤字比率は算定されません。 
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○ 連結実質赤字比率 

全会計（財産区特別会計を除く）を対象とした連結実質赤字額の標準財政規模に対する比率 

 

連結実質赤字比率 ＝ 
連結実質赤字額 

標準財政規模 

 

 

（単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 対象となる会計 実質収支額   対象となる会計 資金不足･剰余額 

 一般会計 8,825,436   下水道事業会計 3,508,721 

 
母子父子寡婦福祉資金貸付 
事業特別会計 

0   簡易水道事業特別会計 257,272 

 
公共用地先行取得事業 
特別会計 

0  資金不足･剰余額 計    ② 3,765,993 

 公債管理特別会計 0  連結実質収支額 ①＋② 16,565,277 

 
麻溝台・新磯野第一整備地区
土地区画整理事業特別会計 

295,061  連結実質赤字額 ａ 赤字は無い 

 

国民健康保険事業特別会計 
（事業勘定） 

2,634,569 

 

標準財政規模 ｂ 172,010,103 

国民健康保険事業特別会計 
（直営診療勘定） 

4,954 連結実質赤字比率 ａ／ｂ ※2 ― 

 自動車駐車場事業特別会計 12,767 ※2 連結実質収支が黒字となり連結実質赤字額が生じ 
ないため、連結実質赤字比率は算定されません。 

 介護保険事業特別会計 811,599 

 後期高齢者医療事業特別会計 214,898 

実質収支額 計 ① 12,799,284 

実質赤字比率、連結実質赤字比率ともに、算定初年度（平成１９年度決算）から、全会計で

赤字は発生していません。 



- 4 - 

○ 実質公債費比率 

一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率 

 

 

実質公債費比率 ＝

（３か年平均） 

(地方債の元利償還金＋準元利償還金)－ 

(特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額) 

標準財政規模 
－(元利償還金･準元利償還金に係る基準財政需要額算入額) 

 

 

 

（単位：千円） 

決算年度 令和元年度 平成３０年度 平成２９年度 

  地方債の元利償還金 22,602,977 22,381,417 22,371,237 

  準元利償還金 8,237,459 8,138,601 7,887,269 

元利償還金･準元利償還金 計 ａ 30,840,436 30,520,018 30,258,506 

特定財源 ｂ 8,505,982 8,688,486 8,519,827 

元利償還金･準元利償還金に 
係る基準財政需要額算入額 

ｃ 17,834,485 18,046,300 17,540,407 

標準財政規模 ｄ 172,010,103 170,358,582 168,376,452 

実質公債費比率(単年度) 
a-(b+c) 
ｄ-ｃ 

２．９％ ２．５％ ２．８％ 

実質公債費比率(３か年平均) ２．７％ ２．７％ ２．９％ 

 

準元利償還金とは 

公営企業債の償還に充当された一般会計等からの繰出金や、債務負担行為に基づく支出

のうち公債費に準ずるもの等。 

 

 

 実質公債費比率は、前年度と同率の２．７％となっている。 

これは、令和元年度において、実質公債費比率を構成する分母のうち標準財政規模が市税の

増収等により増加したものの、分子のうち一般会計等が負担する地方債の元利償還金等の増加

により、分子の増加が分母の増加を上回ったが、実質公債費比率の算定に当たり３か年平均をし

たところ、前年度と同率となったものである。 
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○ 将来負担比率 

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率 

 

将来負担比率 ＝ 

将来負担額－(充当可能基金額＋特定財源見込額 

＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額) 

標準財政規模 

－(元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額) 

 

 

（単位：千円） 

決算年度 令和元年度 平成３０年度 増減 

  地方債の現在高 290,250,179 283,801,861 6,448,318 

  
債務負担行為に基づく 
支出予定額 

18,769,141 21,442,373 ▲2,673,232 

  公営企業債等繰入見込額 39,506,036 40,311,830 ▲805,794 

  組合負担等見込額 0 0 0 

  退職手当負担見込額 42,650,209 43,418,974 ▲768,765 

  設立法人の負債額等負担見込額 2,344,916 2,133,409 211,507 

  連結実質赤字額 0 0 0 

  
組合等連結実質赤字額負担 
見込額 

0 0 0 

将来負担額 計 ａ 393,520,481 391,108,447 2,412,034 

  充当可能基金額 37,421,806 33,638,216 3,783,590 

  特定財源見込額 66,554,750 69,937,560 ▲3,382,810 

  
地方債現在高等に係る 
基準財政需要額算入見込額 

241,159,402 236,792,745 4,366,657 

充当可能財源等 計 ｂ 345,135,958 340,368,521 4,767,437 

標準財政規模 ｃ 172,010,103 170,358,582 1,651,521 

元利償還金･準元利償還金に 
係る基準財政需要額算入額 

ｄ 17,834,485 18,046,300 ▲211,815 

将来負担比率 
ａ-ｂ 
ｃ-ｄ 

３１．３％ ３３．３％ ▲２．０ 

 

 

 

 

 

 

将来負担比率は、前年度と比べると２．０ポイント減少の３１．３％となっている。 

これは、将来負担比率を構成する分母のうち標準財政規模が増加し、分子のうち将来負担額

が地方債現在高の増により増加したが、充当可能財源の増加が将来負担額の増加を上回ったこ

とから、分子全体が減少したこと等によるものである。 
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Ⅱ 資金不足比率 

公営企業を対象とした資金不足額の事業規模に対する比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象となる会計 資金不足比率 経営健全化基準 

下水道事業会計 資金不足は無い 
２０％ 

簡易水道事業特別会計 資金不足は無い 

   

 

経営健全化基準とは 

資金不足比率が経営健全化基準以上となった場合、経営健全化団体となり、基

準以上となった公営企業ごとに、経営健全化計画の策定・公表をしなければなり

ません。 

 
 
 
 
 

資金不足比率 ＝ 
資金の不足額 

事業の規模 

算定初年度（平成１９年度決算）から、全ての公営企業において、資金不足は生じて

いません。 


